
 令 和 ５ 年 度  第 ２ 回 
工 事 担 任 者 試 験 問 題  種

別 第一級デジタル通信 
 

注  意  事  項  

１  試験開始時刻        １５時００分 

２  試験科目数別終了時刻 
 科 目 数 １  科  目 ２  科  目 ３  科  目 

 終 了 時 刻 １ ５ 時 ４ ０ 分 １ ６ 時 ２ ０ 分 １ ７ 時 ０ ０ 分 

３  試験科目別の問題番号ごとの解答数及び試験問題ページ 
 

科       目 
 問 題 番 号 ご と の 解 答 数  試 験 問 題 

 第 １ 問 第 ２ 問 第 ３ 問 第 ４ 問 第 ５ 問 ペ ー ジ 

 電 気 通 信 技 術 の 基 礎 ４ ５ ４ ４ ５ Ｃ － 1 ～  6 

 端末設備の接続のための技術及び理論  ５ ５ ５ ５ ５ Ｃ － 7 ～ 12 

 端末設備の接続に関する法規 ５ ５ ５ ５ ５ Ｃ － 13 ～ 19 

４  受験番号等の記入とマークの仕方 

(１)  マークシート（解答用紙）にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。 

(２)  受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。 

(３)  生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の「０」もマークしてください。  

[記入例]  受験番号  ０３Ｃ９２１１２３４               生年月日  平成３年４月５日 
              

 
 
 
 
 
 
 

 

５  答案作成上の注意 

(１)  解答は、別に配付するマークシート（解答用紙）の該当欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆（ＨＢ

又はＢ）で濃く塗りつぶしてください。 
① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されませんので、使用しないでください。 

② 一つの問いに対する解答は一つだけです。二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。 

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。 

(２)  免除の科目がある場合は、その科目欄は記入しないでください。 

(３)  試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。 

６  合格点及び問題に対する配点   

(１)  各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。 

(２)  各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。  

マークシート（解答用紙）は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。 
 

 

受 験 番 号 

（控 え） 

（今後の問い合わせなどに必要になります。） 

   

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。 

正答の公表は１１月２９日１０時以降の予定です。 

合否の検索は１２月１８日１４時以降可能の予定です。 
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Ｃ－1

電気通信技術の基礎

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１に示す回路において、抵抗Ｒ に流れる電流は、 (ア) アンペアである。ただし、４

電池の内部抵抗は無視するものとする。 (５点)

① ４ ② ６ ③ ８ ④ １０ ⑤ １２

図１

(２) 図２に示す回路の皮相電力は、 (イ) ボルトアンペアである。 (５点)

① ４５０ ② ６００ ③ ７５０ ④ ９００ ⑤ １,０５０

図２

(３) コイルを貫く磁束が変化したとき、電磁誘導によってコイルに生ずる (ウ) は、これに

よって生ずる電流の作る磁場が、与えられた磁束の変化を妨げるような向きに発生する。これ

は、レンツの法則といわれる。 (５点)

① 起電力 ② 電磁力 ③ 保持力 ④ 起磁力 ⑤ 磁化力

(４) 正弦波交流電流の流れる回路における力率は、 (エ) を皮相電力で除することで求めら

れる。 (５点)

① 実効電流 ② 無効電力 ③ 最大電力 ④ 実効電圧 ⑤ 有効電力

Ｅ１＝４７ Ｖ

Ｒ３＝３ Ω

Ｅ２＝４１ Ｖ

Ｒ１＝４ Ω Ｒ２＝１２ Ω Ｒ４＝４ Ω

Ｒ＝４５ ΩＶ＝１８０ Ｖ ＸＣ＝６０ Ω ＸＬ＝３０ Ω



Ｃ－2

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 半導体の結晶内において共有結合をしている電子は、 (ア) といわれるエネルギー帯に

ある。 (４点)

① ドナー ② 伝導帯 ③ 禁制帯 ④ 価電子帯 ⑤ アクセプタ

(２) 図に示すトランジスタ回路において、Ｖ を (イ) ボルト、ベース－エミッタ間の電圧Ｂ

降下を０.３ボルトとするとき、コレクタ電流Ｉｃを５ミリアンペア流すためには、ベース抵

抗Ｒ は、５０キロオームにする必要がある。ただし、直流電流増幅率ｈ は５０とする。Ｂ ＦＥ

(４点)

① ４.７ ② ５ ③ ５.３ ④ ５.７ ⑤ ６

(３) アバランシェフォトダイオードは、 (ウ) による電流増幅作用を利用した受光素子であ

り、光検出器などに用いられる。 (４点)

① マイクロ波 ② トンネル効果 ③ 励起光

④ ポッケルス効果 ⑤ 電子なだれ増倍現象

(４) ＵＳＢメモリ、ＳＤカードなどに用いられる (エ) は、電気的にデータの消去と書き込

みを繰り返すことができる不揮発性の半導体メモリである。 (４点)

① ＤＲＡＭ ② ＤＶＤ－ＲＡＭ ③ ＲＯＭ

④ ＡＳＩＣ ⑤ フラッシュメモリ

(５) エミッタ接地増幅回路において、エミッタ電流が２ミリアンペア、コレクタ電流が１.９５

ミリアンペアであるとき、直流電流増幅率ｈ は、 (オ) となる。 (４点)ＦＥ

① ０.９７５ ② １.０２ ③ ３.９５ ④ ３９ ⑤ ４０

IＣ

IＢＢＲ

ＶＢ

ＶＣ

ＲＣ



Ｃ－3

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１、図２及び図３に示すベン図において、Ａ、Ｂ及びＣが、それぞれの円の内部を表すとき、

図１、図２及び図３の斜線部分を示すそれぞれの論理式の論理積は、 (ア) と表すことが

できる。 (５点)

① Ａ･Ｂ･Ｃ ② Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｃ＋Ｂ･Ｃ

③ Ａ･Ｃ＋Ａ･Ｂ＋Ｂ･Ｃ ④ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

⑤ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

図１ 図２ 図３

(２) 表に示す２進数の Ｘ ～Ｘ を用いて、計算式(加算) Ｘ ＝ Ｘ ＋Ｘ ＋Ｘ からＸ を求め、１ ３ ０ １ ２ ３ ０

２進数で表示し、Ｘ の先頭から(左から)３番目と４番目と５番目の数字を順に並べると、０

(イ) である。 (５点)

① ０００ ② ００１ ③ ０１１ ④ １０１ ⑤ １１０

２進数

Ｘ ＝ １１０１１１１

Ｘ ＝ １１１１００１２

Ｘ ＝ １０１１１００１３

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ



Ｃ－4

(３) 図４に示す論理回路は、ＮＡＮＤゲートによるフリップフロップ回路である。入力ａ及びｂ

に図５に示す入力がある場合、図４の出力ｃは、図５の出力のうち (ウ) である。(５点)

① ｃ１ ② ｃ２ ③ ｃ３ ④ ｃ４ ⑤ ｃ５ ⑥ ｃ６

図４

図５

(４) 次の論理関数Ｘは、ブール代数の公式等を利用して変形し、簡単にすると、 (エ) になる。

(５点)

Ｘ ＝ (Ａ＋Ｂ)＋(Ａ＋Ｃ)＋(Ａ＋Ｂ)＋(Ａ＋Ｃ)

① ０ ② １ ③ Ａ ④ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

⑤ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

a

b

c1

c2

c3

c4

c5

1

0

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

入力

出力

c6
1

0

入力ａ
出力ｃ入力ｂ

出力 d
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第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１において、電気通信回線１への入力電圧が１２０ミリボルト、電気通信回線１から電気

通信回線２への遠端漏話減衰量が (ア) デシベル、増幅器の利得が３０デシベル、変成器

の巻線比が３：５のとき、電圧計の読みは２０ミリボルトである。ただし、変成器は理想的な

ものとし、電気通信回線及び増幅器の入出力インピーダンスは全て同一値で、各部は整合して

いるものとする。 (５点)

① ２０ ② ３０ ③ ４０ ④ ５０ ⑤ ６０

図１

(２) 平衡対ケーブルの伝送損失について述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (５点)

Ａ 単位長さ当たりの心線導体抵抗を大きくすると伝送損失が増加する。

Ｂ 心線導体間の間隔を大きくすると伝送損失が増加する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 図２に示すように、異なる特性インピーダンスＺ 、Ｚ の通信線路を接続して信号を伝０１ ０２

送したとき、その接続点における電圧反射係数をｍとすると、電流反射係数は、 (ウ) で

表される。 (５点)

１ｍ ｍ ｍ① １－ ② － ③ ④ １＋ｍ

図２

(４) 伝送系のある箇所における信号電力と基準点における信号電力との比をデシベル表示した値

は、その箇所の (エ) といわれ、一般に、単位は dＢr で表される。 (５点)

① 相対レベル ② 絶対レベル ③ 平衡度 ④ ＳＮ比 ⑤ ＣＮ比

発振器 電気通信回線１

電気通信回線２

終端抵抗

増幅器
巻線比 終端抵抗

変成器

３：５

電圧計終端抵抗 Ｖ

Ｚ

伝送方向 接続点

ｍ
電圧反射係数 Ｚ０１ ０２



Ｃ－6

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) ＱＡＭは、位相が直交する二つの搬送波がそれぞれＡＳＫ変調された (ア) 変調方式で

あり、ＱＡＭの一つである６４ＱＡＭは、１シンボル当たり６ビットの情報を伝送できる方式

である。 (４点)

① ２次 ② 直 接 ③ 周波数偏移 ④ 多 値 ⑤ スペクトル拡散

(２) ＰＣＭ伝送における受信側では、伝送されてきたパルス列からサンプリング間隔で各パルス符
１号に対応するレベルの信号を生成し、サンプリング周波数の を遮断周波数とする (イ)２

フィルタを通して信号を再生している。 (４点)

① 低域通過 ② 高域通過 ③ 帯域通過 ④ 帯域阻止

(３) デジタル中継伝送における伝送品質の劣化要因について述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。

(４点)

Ａ 再生中継器を用いたデジタル中継伝送においては、再生中継器の信号受信部におけるタイ

ミング抽出回路から出力されるタイミングパルスの位相変動によりジッタが発生することが

ある。

Ｂ 符号間干渉は、一般に、デジタル信号の伝送に必要とされる帯域が十分に確保されていな

い場合などに発生し、ビット誤りが発生する要因の一つとなる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) 伝送速度が６４キロビット／秒の回線において、ビットエラーの発生状況を１００秒間調査

したところ、特定の２秒間に集中して発生し、その２秒間の合計のビットエラーは６４０個と

なった。このときの％ＥＳの値は、 (エ) パーセントとなる。 (４点)

① ０.０１ ② １ ③ ２ ④ ３.２ ⑤ ６.４

(５) 光ファイバ通信において、光の波長によって伝搬速度が異なることに起因して生ずる波長分

散は、構造分散と (オ) 分散の和で表される。 (４点)

① モード ② 正 常 ③ 粒 子 ④ 材 料 ⑤ 異 常



Ｃ－7

端末設備の接続のための技術及び理論

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) １０Ｇ－ＥＰＯＮのＯＬＴには、同一光スプリッタ配下に１０Ｇ－ＥＰＯＮ用のＯＮＵと

ＧＥ－ＰＯＮ用のＯＮＵを混在して接続することを可能とするため、 (ア) が異なる断片

的な光信号を処理することができるデュアルレートバースト受信器を搭載したものがある。

(４点)

① ＯＬＴからＯＮＵ方向の波長 ② ＯＬＴからＯＮＵ方向の通信速度と強度

③ ＯＮＵからＯＬＴ方向の波長 ④ ＯＮＵからＯＬＴ方向の通信速度と強度

(２) ＩＰセントレックスサービス及びＩＰ－ＰＢＸについて述べた次の二つの記述は、

(イ) 。 (４点)

Ａ ＩＰセントレックスサービスでは、一般に、ユーザ側のＩＰ電話機は、電気通信事業者の

拠点に設置されたＰＢＸ機能を提供するサーバなどにＩＰネットワークを介して接続される。

Ｂ ＩＰ－ＰＢＸにはＩＰ－ＰＢＸ用に構成されたハードウェアを使用するハードウェアタイ

プと、汎用サーバにＩＰ－ＰＢＸ用の専用ソフトウェアをインストールするソフトウェアタ

イプがあり、ハードウェアタイプはソフトウェアタイプと比較して、一般に、新たな機能の

実現や外部システムとの連携が容易とされている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ＩＥＥＥ８０２.１１ａｘとして標準化された無線ＬＡＮ規格において、使用可能な周波数

帯のうちＩＳＭバンドや気象レーダ波との電波干渉が生じない帯域は (ウ) ＧＨz帯であ

る。 (４点)

① １.７ ② ３.４ ③ ６ ④ １２ ⑤ ２８

(４) ＩＥＥＥ８０２.３ｂｔとして標準化されたＰｏＥのＴｙｐｅ４、Ｃｌａｓｓ８は、カテゴリ

５ｅ以上のツイストペアケーブル内の４対全てを用い、ＰＳＥの１ポート当たり最大 (エ)

ワットの電力を、ＰＳＥからＰＤに供給することができる規格である。 (４点)

① ３０ ② ４５ ③ ６０ ④ ７５ ⑤ ９０

(５) 電気通信設備に対する雷害には、直撃雷電流により発生する (オ) に起因する誘導雷

サージがある。誘導雷サージは、落雷地点の付近にある通信ケーブルなどを通して通信装置に

影響を与える。 (４点)

① 複 流 ② 瞬 断 ③ 不平衡 ④ 熱伝導 ⑤ 電磁界

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) １０００ＢＡＳＥ－Ｔでは、送信データを符号化した後、符号化された４組の５値情報を５

段階の電圧に変換し、４対の撚り対線を用いて並列に伝送する (ア) といわれる方式が用
よ

いられている。 (４点)

① ４Ｄ－ＰＡＭ５ ② ＰＡＭ５×５ ③ ＰＡＭ１６

④ ４Ｂ／５Ｂ ⑤ ８Ｂ／１０Ｂ



Ｃ－8

(２) ＴＴＣ標準では、アクセス系光ファイバネットワークに用いられる伝送技術である (イ)

の波長グリッドについて、温度制御が不要なレーザやフィルタなどの性能を考慮し、隣接波長

との間隔は２０ナノメートルと規定されている。 (４点)

① ＴＤＭ ② ＴＤＭＡ ③ ＤＷＤＭ ④ ＣＷＤＭ ⑤ ＦＤＭＡ

(３) ネットワーク仮想化技術において、ネットワークの機能をデータが実際に転送されるデータ

プレーンとプロトコルなどの設定を制御するコントロールプレーンとに分離し、ネットワークの

設計や設定をソフトウェアの制御により動的かつ柔軟に行えるようにする技術は、 (ウ)

といわれる。 (４点)

① ＴＥＬＮＥＴ／ＳＳＨ ② ＳＤＨ／ＳＯＮＥＴ ③ ＳＤＮ

④ ＶＬＡＮ ⑤ ＶＰＮ

(４) ＩＰｖ６パケットにＩＰｖ４ヘッダを付加してＩＰｖ６パケットをＩＰｖ４パケットにカプ

セル化し、ＩＰｖ６パケットをＩＰｖ４網を経由して転送する技術は、一般に、 (エ) と

いわれる。 (４点)

① アドレス変換 ② ネイティブ ③ トンネリング

④ デュアルスタック ⑤ ステップ・バイ・ステップ交換

(５) ＭＰＬＳ網の構成などについて述べた次の二つの記述は、 (オ) 。 (４点)

Ａ ＭＰＬＳ網を構成する主な機器には、ＭＰＬＳラベルを付加したり外したりするラベル

エッジルータと、ＭＰＬＳラベルを参照してフレームを転送するラベルスイッチルータがあ

る。

Ｂ ＥｏＭＰＬＳにおけるラベル情報を参照するラベルスイッチング処理によるフレームの転

送速度は、一般に、レイヤ３情報を参照するルーティング処理によるパケットの転送速度と

比較して遅い。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) ＩＳＰ(Internet Service Provider)による迷惑メール対策において、ＩＳＰがあらかじめ

用意しているメールサーバ以外からの電子メールを外部ネットワークへ送信しない仕組みは、

(ア) といわれる。 (４点)

① ＳＭＴＰ ＡＵＴＨ ② ＤＫＩＭ ③ ＰＯＰ

④ ＳＰＦ ⑤ ＯＰ２５Ｂ

(２) 電子データの送受信における脅威とその対策について述べた次の二つの記述は、 (イ) 。

(４点)

Ａ 送信者が、後になって送信の事実を否定したり、内容が不正に変更されたと主張したりす

ることを防止するための手段として、一般に、共通鍵暗号を用いた電子データの暗号化が有

効とされている。

Ｂ 電子データが悪意のある第三者によって不正に変更されていないことを確認するための手

段として、一般に、メッセージ認証が有効とされている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) コンピュータウイルス対策について述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。 (４点)

Ａ コンピュータウイルスの検出手法の一つとして用いられているチェックサム方式は、ハー

ドディスク内にある実行可能ファイルが改変されていないかを検査し、ウイルス名を特定す

ることができる。

Ｂ コンピュータウイルスに感染したファイルが添付された電子メールの受信による被害を抑

制する対策としては、電子メールの添付ファイルがコンピュータウイルスに感染していない

かをチェックする機能をメールサーバに設ける方法がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) サニタイジングについて述べた次の記述のうち、正しいものは、 (エ) である。(４点)

① 相対パスによる表記を利用することにより、Ｗｅｂサイトの運営者側でアクセスを

想定していないディレクトリへアクセスさせる攻撃である。

② 標的となるＷｅｂサイトに攻撃用のスクリプトを混入させ、Ｗｅｂサイトを利用し

たユーザのＷｅｂブラウザ上でこれを実行させて情報を奪取する攻撃である。

③ 閲覧者からのデータの入力や操作を受け付けるようなＷｅｂサイトにおいて、攻撃

者がＵＲＬのパラメータなどにＯＳのコマンドを挿入し、Ｗｅｂサイトの運営者側で

想定していないＯＳコマンドを実行する攻撃である。

④ 入力データに、ＨＴＭＬタグ、ＪａｖａＳｃｒｉｐｔなどとして動作する可能性の

ある文字や文字列が含まれる場合、それらを別の表記に置き換えることで無効化する

処理である。

(５) 情報セキュリティに関するリスク分析手法の一つで、既存のガイドラインを参照するなどし

て、あらかじめ組織として確保すべきセキュリティレベルを設定し、それを実現するための管

理策の組合せを決定してから、組織全体でセキュリティ対策に抜けや漏れが無いように補強し

ていく手法は、一般に、 (オ) といわれる。 (４点)

① 非形式的アプローチ ② ＦＴＡ ③ ベースラインアプローチ

④ 組合せアプローチ ⑤ 詳細リスク分析

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法における光導通試験に用いられる光

源などについて述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (４点)

Ａ 光源は、伝送器内にあり、安定化直流電源で駆動され、大きな放射面をもつ。例えば、白

色光源、発光ダイオード(ＬＥＤ)などから成る。伝送器での損失変動を削減するために励振

用光ファイバに接続する場合は、コア径が被測定光ファイバのコア径より十分に小さなグレー

デッドインデックス形を使用する。

Ｂ 光検出器は、光源と整合した受信器、例えば、ＰＩＮホトダイオードなどを使用する。検

出レベルを調整できる分圧器、しきい値検出器及び表示器を結合する。同等のデバイスを用

いてもよい。損失変動を削減するため、検出器の受感面の寸法は小さくする。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＩＥＥＥ８０２.３ａｔとして標準化されたＰｏＥのＴｙｐｅ１では、給電方式がオルタナ

ティブＢの場合、給電に使用するＲＪ－４５のピン番号は (イ) である。 (４点)

① １、２、３、６ ② １、２、４、５ ③ ３、４、５、６

④ ４、５、６、７ ⑤ ４、５、７、８



Ｃ－10

(３) ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１９ビルディング内光配線システムでは、幹線系光

ファイバケーブル施工時のけん引速度は、布設の安全性を考慮し、１分当たり (ウ) メー

トル以下を目安としている。 (４点)

① １０ ② ２０ ③ ３０ ④ ４０ ⑤ ５０

(４) ＩＰｖ４、クラスＢのＩＰアドレス体系でのＬＡＮシステムの設計において、プライベート

ＩＰアドレスとして利用できる範囲は (エ) である。 (４点)

① １０.０.０.０～１０.２５５.２５５.２５５

② １２８.１６.０.０～１２８.３１.２５５.２５５

③ １２８.１６８.０.０～１２８.１６８.２５５.２５５

④ １７２.１６.０.０～１７２.３１.２５５.２５５

⑤ １７２.１６８.０.０～１７２.１６８.２５５.２５５

(５) ＪＩＳ Ｘ ５１５０－２：２０２１では、図に示す水平配線設備モデルにおいて、クロスコ

ネクト－ＴＯモデル、クラスＦのチャネルの場合、パッチコード又はジャンパ、機器コード及

びワークエリアコードの長さの総和が１３メートルのとき、水平ケーブルの最大長さは

(オ) メートルとなる。ただし、運用温度は２０ ℃ 、コードの挿入損失 dＢ／ｍ は水平

ケーブルの挿入損失 dＢ／ｍ に対して５０パーセント増とする。 (４点)

① ８２.５ ② ８３.０ ③ ８３.５ ④ ８４.０ ⑤ ８４.５

ＴＯ

ＴＥＣＣＣ ＣＥＱＰ

機器コード
ワークエリアコード

水平ケーブル

Ｃ

パッチコード
又はジャンパ

ＦＤ

チャネル
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第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１は、ツイストペアケーブルを使用したイーサネット環境においてルータとパーソナルコ

ンピュータが対向している例を示したものである。 内の(Ａ)及び(Ｂ)に入るそれぞ

れの機器の通信モードの組合せを示す表において、ＣＳＭＡ／ＣＤ手順による待機や再送が発

生するおそれのない組合せとして正しいものは、イ～ニのうち、 (ア) である。 (４点)

① イ ② ロ ③ ハ ④ ニ

通信モード： (Ａ) 通信モード： (Ｂ)

図１

(２) 光コネクタのうち、１２心、２４心などの多心光ファイバを一つのコネクタでプッシュプル

操作により容易に脱着することができるものは、 (イ) コネクタといわれ、データセンタ

などにおける高密度配線に適している。 (４点)

① ＦＣ ② ＦＡ ③ ＦＡＳ ④ ＭＵ ⑤ ＭＰＯ

(３) 集合住宅における光ファイバ配線において、ＭＤＦから各戸までのメタリック電話線などが

収容されている既設配管内の空間を利用して光ケーブルを敷設するときに使用する光ケーブル

として適しているものは、 (ウ) インドア光ケーブルといわれ、押し込み工法により敷設

が容易とされている。 (４点)

① 集 合 ② フラット型 ③ 透 明 ④ 細径低摩擦 ⑤ 隙間配線

パーソナル
コンピュータ

ツイストペアケーブル
ルータ

イ

ロ

ハ

ニ

(Ａ) (Ｂ)

全二重

半二重

全二重

半二重

全二重

オートネゴシエーション

半二重

オートネゴシエーション
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(４) 職場における安全活動などについて述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (エ)

である。 (４点)

① 指差し呼称は、作業者の錯覚、誤判断、誤操作などを防止し、作業の正確性を高め

る効果が期待できるものであり、指差しのみの場合や呼称のみの場合と比較して、誤

りの発生率を更に低減できるとされている。

② ツールボックスミーティング(ＴＢＭ)は、作業開始前に職場の小単位のグループが

短時間で仕事の範囲、段取り、各人ごとの作業の安全のポイントなどについて打合せ

を行う活動とされている。

③ ヒヤリハット活動は、いかなる原因で生じたヒヤリハットであっても当事者を責め

ない取り決めをし、当事者から報告されたヒヤリハットの事例を取り上げ、その危険

要因を把握・解消することにより、事故の未然防止を図る活動とされている。

④ ほう・れん・そう運動は、職場の小単位で現場の作業、設備及び環境を見ながら、

あるいはイラストを使用しながら、作業の中に潜む危険要因の摘出と対策について話

し合いを行う活動とされている。

⑤ 安全点検及び職場巡視(パトロール)では、実施者の主観により指摘、評価及び指導

内容が大きく違わないようにするため、チェックリストを作成し、活用することが望

ましいとされている。

(５) 図２に示すアローダイアグラムにおいて、クリティカルパスの所要日数に影響を及ぼさないこ

とを条件とした場合、作業Ｅの作業遅れは、最大 (オ) 日許容できる。 (４点)

① １ ② ２ ③ ３ ④ ４ ⑤ ５

図２

作業Ｉ

作業Ｋ作業Ｈ

４日 ７日

８日

作業Ｃ

３日

９日

作業Ｄ

作業Ｂ

５日

３日

作業Ｆ

作業Ａ

作業Ｊ

２
５日

５日

作業Ｅ

２日

１

３

６

５

４

８ ９

作業Ｇ

７日
７
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端末設備の接続に関する法規

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢電気通信事業法｣又

は｢電気通信事業法施行規則｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 電気通信事業法に規定する｢端末設備の接続の技術基準｣又は｢端末設備の接続の検査｣につい

て述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ア) である。ただし、技術基準には、電

気通信回線設備を設置する電気通信事業者又は当該電気通信事業者とその電気通信設備を接続

する他の電気通信事業者であって総務省令で定めるものが総務大臣の認可を受けて定める技術

的条件を含む。 (４点)

① 電気通信事業者は、利用者から端末設備をその電気通信回線設備(その損壊又は故障等

による利用者の利益に及ぼす影響が軽微なものとして総務省令で定めるものを除く。)

に接続すべき旨の請求を受けたときは、その接続が総務省令で定める技術基準に適合

しない場合その他総務省令で定める場合を除き、その請求を拒むことができない。

② 利用者は、適合表示端末機器を接続する場合その他総務省令で定める場合を除き、

電気通信事業者の電気通信回線設備に端末設備を接続したときは、当該電気通信事業

者の検査を受け、その接続が電気通信事業法の規定に基づく総務省令で定める技術基

準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはならない。

③ 端末設備の接続の技術基準は、電気通信事業者の設置する電気通信回線設備と利用

者の接続する端末設備の設置の場所が明確であるようにすることが確保されるものと

して定められなければならない。

④ 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者は、端末設備に異常がある場合その他

電気通信役務の円滑な提供に支障がある場合において必要と認めるときは、利用者に

対し、その端末設備の接続が電気通信事業法の規定に基づく総務省令で定める技術基

準に適合するかどうかの検査を受けるべきことを求めることができる。

(２) 総務大臣は、事故により電気通信役務の提供に支障が生じている場合に電気通信事業者がそ

の支障を除去するために必要な修理その他の措置を速やかに行わないと認めるときは、当該電

気通信事業者に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度において、

(イ) ことを命ずることができる。 (４点)

① 電気通信設備の工事、維持及び運用に関する管理規程を変更すべき

② その理由又は原因について、速やかに報告すべき

③ 業務の方法の改善その他の措置をとるべき

④ 事業の一部を休止又は停止し、総務大臣に届け出るべき

(３) 総務大臣は、電気通信回線設備を設置する電気通信事業者がその電気通信事業の用に供する

電気通信設備が総務省令で定める技術基準に適合していないと認めるときは、当該電気通信設

備を設置する電気通信事業者に対し、その技術基準に適合するように当該設備を修理し、若し

くは (ウ) することを命じ、又はその使用を制限することができる。 (４点)

① 休 止 ② 調 整 ③ 撤 去 ④ 更 改 ⑤ 改 造

(４) 電気通信事業法施行規則において、電気通信事業者が利用者からの端末設備の接続請求を拒

める場合は、利用者から、端末設備であって (エ) を使用するもの(別に告示で定めるもの

を除く。)及び公衆電話機その他利用者による接続が著しく不適当なものの接続の請求を受けた

場合と規定されている。 (４点)

① 電 波 ② 赤外線 ③ 直流電圧 ④ 強電流電気 ⑤ 帯域外信号
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(５) 電気通信事業法施行規則に規定する緊急に行うことを要する通信について述べた次の二つの

文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 気象、水象、地象若しくは地動による被害の予防又は復旧の方法に関する事項であって、

緊急に通報することを要する事項を内容とする通信で、気象機関相互間において行われるも

のは規定に該当する通信である。

Ｂ 水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可欠な役務の提供その他生活基盤を維持するため

緊急を要する事項を内容とする通信であって、これらの通信を行う者相互間において行われ

るものは規定に該当する通信である。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢工事担任者規則｣、

｢端末機器の技術基準適合認定等に関する規則｣又は｢有線電気通信法｣に規定する内容に照らして

最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の種類及び工事の範囲｣について述べた次の文章のうち、

正しいものは、 (ア) である。 (４点)

① 第一級アナログ通信の工事担任者は、アナログ伝送路設備又はデジタル伝送路設備

に端末設備等を接続するための工事を行い、又は監督することができる。

② 第一級デジタル通信の工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続する

ための工事及び総合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事を行い、

又は監督することができる。

③ 第二級デジタル通信の工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続する

ための工事のうち、接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒１ギガビット以

下であって、主としてインターネットに接続するための回線に係るものに限る工事を

行い、又は監督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端末設備等を

接続するための工事を除く。

④ 第二級アナログ通信の工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備を接続するた

めの工事のうち、端末設備に収容される電気通信回線の数が１のものに限る工事を行

い、又は監督することができる。また、総合デジタル通信用設備に端末設備を接続す

るための工事のうち、総合デジタル通信回線の数が毎秒６４キロビット換算で１のも

のに限る工事を行い、又は監督することができる。

(２) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の再交付｣及び｢資格者証の返納｣について述べた次の二

つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 工事担任者は、住所に変更を生じたときは、別に定める様式の申請書に、資格者証、写真

１枚及び住所の変更の事実を証する書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。

Ｂ 工事担任者資格者証の返納を命ぜられた者は、その処分を受けた日から１０日以内にその

資格者証を総務大臣に返納しなければならない。資格者証の再交付を受けた後失った資格者

証を発見したときも同様とする。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則に規定する、端末機器の技術基準適合認定番号

について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ウ) である。 (４点)

① インターネットプロトコル電話用設備に接続される端末機器に表示される技術基準

適合認定番号の最初の文字は、Ｅである。

② 移動電話用設備(インターネットプロトコル移動電話用設備を除く。)に接続される

端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初の文字は、Ａである。

③ 専用通信回線設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初

の文字は、Ｄである。

④ アナログ電話用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最

初の文字は、Ａである。

⑤ 総合デジタル通信用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号

の最初の文字は、Ｄである。

(４) 有線電気通信法に規定する｢目的｣、｢定義｣、｢設備の検査等｣又は｢技術基準｣について述べた

次の文章のうち、誤っているものは、 (エ) である。 (４点)

① 有線電気通信法は、有線電気通信設備の設置及び使用を規律し、有線電気通信に関

する技術基準を確立することによって、公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。

② 有線電気通信とは、送信の場所と受信の場所との間の線条その他の導体を利用して、

電磁的方式により、符号、音響又は影像を送り、伝え、又は受けることをいう。

③ 有線電気通信設備とは、有線電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気

的設備(無線通信用の有線連絡線を含む。)をいう。

④ 総務大臣は、有線電気通信法の施行に必要な限度において、有線電気通信設備を設

置した者からその設備に関する報告を徴し、又はその職員に、その事務所、営業所、

工場若しくは事業場に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類を検査させることができる。

⑤ 有線電気通信設備(政令で定めるものを除く。)の技術基準は、これにより有線電気

通信設備が、人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与えないようにすることが確保

されるものとして定められなければならない。

(５) 本邦内の場所と本邦外の場所との間の有線電気通信設備は、電気通信事業者がその事業の用

に供する設備として設置する場合を除き、設置してはならない。ただし、特別の事由がある場

合において、 (オ) ときは、この限りでない。 (４点)

① 総務省令で定める届出をした ② 政令で定められた事項に該当する

③ 国際電気通信連合の承認を得た ④ 本邦外の電気通信事業者と合意した

⑤ 総務大臣の許可を受けた
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① 移動電話用設備とは、電話用設備であって、端末設備又は自営電気通信設備との接

続において電波を使用するものをいう。

② 専用通信回線設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、特

定の利用者に当該設備を専用させる電気通信役務の用に供するものをいう。

③ インターネットプロトコル電話端末とは、端末設備であって、インターネットプロ

トコル電話用設備又はデジタルデータ伝送用設備に接続されるものをいう。

④ 通話チャネルとは、移動電話用設備と移動電話端末又はインターネットプロトコル

移動電話端末の間に設定され、主として音声の伝送に使用する通信路をいう。

⑤ 絶対レベルとは、一の皮相電力の１ミリワットに対する比をデシベルで表したもの

をいう。

(２) 安全性等について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 端末設備は、事業用電気通信設備から漏えいする通信の内容を意図的に識別する機能を有

してはならない。

Ｂ 端末設備は、自営電気通信設備との間で鳴音(電気的又は音響的結合により生ずる発振状

態をいう。)を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件を満たすもので

なければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ｢絶縁抵抗等｣について述べた次の二つの文章は、 (ウ) 。 (４点)

Ａ 端末設備の機器は、その電源回路と筐体及びその電源回路と事業用電気通信設備との間に
きょう

おいて、使用電圧が７５０ボルトを超える直流及び６００ボルトを超える交流の場合にあっ

ては、その使用電圧の１.５倍の電圧を連続して２０分間加えたときこれに耐える絶縁耐力を

有しなければならない。

Ｂ 端末設備の機器の金属製の台及び筐体は、接地抵抗が０.２メガオーム以下となるように

接地しなければならない。ただし、安全な場所に危険のないように設置する場合にあっては、

この限りでない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) ｢配線設備等｣において、配線設備等の評価雑音電力(通信回線が受ける妨害であって人間の

聴覚率を考慮して定められる実効的雑音電力をいい、誘導によるものを含む。)は、絶対レベル

で表した値で定常時においてマイナス６４デシベル以下であり、かつ、最大時においてマイナ

ス (エ) デシベル以下であることと規定されている。 (４点)

① ３２ ② ４８ ③ ５０ ④ ５４ ⑤ ５８
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(５) ｢端末設備内において電波を使用する端末設備｣について述べた次の文章のうち、誤っている

ものは、 (オ) である。 (４点)

① 総務大臣が別に告示する条件に適合する識別符号を有すること。

② 識別符号とは、端末設備に使用される交換設備を識別するための符号であって、通

信路の設定に当たってその照合が行われるものをいう。

③ 使用される無線設備は、一の筐体に収められており、かつ、容易に開けることがで

きないこと。ただし、総務大臣が別に告示するものについては、この限りでない。

④ 使用する電波の周波数が空き状態であるかどうかについて、総務大臣が別に告示す

るところにより判定を行い、空き状態である場合にのみ通信路を設定するものである

こと。ただし、総務大臣が別に告示するものについては、この限りでない。

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。ただし、 内の同じ

記号は、同じ解答を示す。 (小計２０点)

(１) アナログ電話端末の｢選択信号の条件｣における押しボタンダイヤル信号について述べた次の

二つの文章は、 (ア) 。 (４点)

Ａ 信号周波数偏差は、信号周波数の±２.５パーセント以内でなければならない。

Ｂ 周期とは、信号送出時間と信号受信時間の和をいう。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) 移動電話端末の｢漏話減衰量｣及び｢発信の機能｣について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。

(４点)

Ａ 複数の電気通信回線と接続される移動電話端末の回線相互間の漏話減衰量は、１,５００

ヘルツにおいて７０デシベル以上でなければならない。

Ｂ 自動再発信を行う場合にあっては、その回数は３回以内であること。ただし、最初の発信

から２分を超えた場合にあっては、別の発信とみなす。

なお、この規定は、火災、盗難その他の非常の場合にあっては、適用しない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) インターネットプロトコル電話端末がアナログ電話端末等と通信する場合にあっては、通話

の用に供する場合を除き、インターネットプロトコル電話用設備とアナログ電話用設備との接

続点においてデジタル信号をアナログ信号に変換した送出電力は、平均レベル(端末設備の使用

状態における平均的なレベル(実効値))でマイナス (ウ) dＢm以下でなければならない。

(４点)

① ３ ② ８ ③ ４８ ④ ５８ ⑤ ６４
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(４) インターネットプロトコル移動電話端末の｢基本的機能｣、｢発信の機能｣又は｢送信タイミン

グ｣について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (エ) である。 (４点)

① 発信を行う場合にあっては、発信を確認する信号を送出するものであること。

② 応答を行う場合にあっては、応答を要求する信号を送出するものであること。

③ 通信を終了する場合にあっては、呼切断用メッセージを送出するものであること。

④ 発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する場合にあっては、電気

通信回線からの応答が確認できない場合呼の設定を行うためのメッセージ送出終了後

１００秒以内に通信終了メッセージを送出するものであること。

⑤ インターネットプロトコル移動電話端末は、総務大臣が別に告示する条件に適合す

る送信タイミングで送信する機能を備えなければならない。

(５) 専用通信回線設備等端末(デジタルデータ伝送用設備に接続されるものに限る。以下同じ。)

であって、デジタルデータ伝送用設備との接続においてインターネットプロトコルを使用する

もののうち、電気通信回線設備を介して接続することにより当該専用通信回線設備等端末に備

えられた電気通信の機能(送受信に係るものに限る。以下同じ。)に係る設定を (オ) でき

るものは、当該専用通信回線設備等端末に備えられた電気通信の機能に係る設定を (オ)

するためのアクセス制御機能を有しなければならない。 (４点)

① 管 理 ② 変 更 ③ 保 持 ④ 実 行 ⑤ 記 録

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢有線電気通信設備

令｣、｢有線電気通信設備令施行規則｣、｢不正アクセス行為の禁止等に関する法律｣又は｢電子署名

及び認証業務に関する法律｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 有線電気通信設備令に規定する用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、

(ア) である。 (４点)

① 支持物とは、電柱、支線、つり線その他電線又は強電流電線を支持するための工作

物をいう。

② 絶縁電線とは、絶縁物及び保護物で被覆されている電線をいう。

③ 線路とは、送信の場所と受信の場所との間に設置されている電線及びこれに係る中

継器その他の機器(これらを支持し、又は保蔵するための工作物を含む。)をいう。

④ ケーブルとは、光ファイバ並びに光ファイバ以外の絶縁物及び保護物で被覆されて

いる電線をいう。

⑤ 音声周波とは、周波数が２００ヘルツを超え、３,５００ヘルツ以下の電磁波をいい、

高周波とは、周波数が３,５００ヘルツを超える電磁波をいう。

(２) 有線電気通信設備令に規定する｢架空電線の支持物｣及び｢架空電線と他人の設置した架空電線

等との関係｣について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 架空電線の支持物には、取扱者が昇降に使用する足場金具等を地表上２.５メートル未満

の高さに取り付けてはならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

Ｂ 架空電線は、他人の設置した架空電線との離隔距離が３０センチメートル以下となるよう

に設置してはならない。ただし、その他人の承諾を得たとき、又は設置しようとする架空電

線(これに係る中継器その他の機器を含む。以下同じ。)が、その他人の設置した架空電線に

係る作業に支障を及ぼさず、かつ、その他人の設置した架空電線に損傷を与えない場合とし

て総務省令で定めるときは、この限りでない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) 有線電気通信設備令施行規則の｢架空電線の高さ｣において、架空電線が道路上にあるときは、

横断歩道橋の上にあるときを除き、路面から (ウ) メートル以上であることと規定されて

いるが、交通に支障を及ぼすおそれが少ない場合で工事上やむを得ないときは、この高さとは

別の高さが規定されている。 (４点)

① ３ ② ３.５ ③ ４ ④ ５ ⑤ ６

(４) 不正アクセス行為の禁止等に関する法律は、不正アクセス行為を禁止するとともに、これに

ついての罰則及びその再発防止のための都道府県公安委員会による援助措置等を定めることに

より、電気通信回線を通じて行われる電子計算機に係る (エ) 及びアクセス制御機能によ

り実現される電気通信に関する秩序の維持を図り、もって高度情報通信社会の健全な発展に寄

与することを目的とする。 (４点)

① 不正の監視 ② セキュリティ対策 ③ 脆弱性への対応
ぜい

④ 犯罪の防止 ⑤ サイバー攻撃の回避

(５) 電子署名及び認証業務に関する法律において、特定認証業務とは、電子署名のうち、その方

式に応じて (オ) だけが行うことができるものとして主務省令で定める基準に適合するも

のについて行われる認証業務をいう。 (４点)

① 本 人 ② アクセス管理者 ③ システム管理者

④ 主務大臣 ⑤ 認定認証事業者



 

試験問題についての特記事項 

 

(1)  試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2)  問題文及び図中などで使用しているデータは、全て架空のものです。 

 
(3)  論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4)  試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
       ［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい) ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい) など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 

(6)  情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 
に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 

 
(7)  試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤  

りだけで誤り文とするような出題はしていません。 
  
(8)  法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9)  法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しなどを表して 

います。また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(   )表記箇所  
の省略や部分省略などしている場合がありますが、(   )表記の省略の有無などだけで正誤を問うような出題は 
していません。 
 

   (10) 法規科目の試験問題の解答に当たっては、各問い及び各解答群に記載されている内容以外は考慮しない 
ものとします。 

 


